
建設工事従事者の安全及び健康の確保の推進に関する法律（平成28年12月16日法律第111号）の概要

国等の責務、法制上の措置等

＜国等の責務＞ （第４条から第６条まで関係）
• 国は、基本理念にのっとり、建設工事従事者の安全及び健康の
確保に関する施策を総合的に策定、実施する

• 都道府県は、基本理念にのっとり、国との適切な役割分担を踏
まえて、当該区域の実情に応じた施策を策定、実施する

• 建設業者等は、基本理念にのっとり、建設工事従事者の安全及
び健康の確保のために必要な措置を講ずる

＜法制上の措置等＞ （第７条関係）
• 政府は、施策を実施するため必要な法制上、財政上又は税制上
の措置その他の措置を講じなければならない

目的、基本理念

＜目的＞ （第１条関係）
• 建設工事従事者の安全及び健康の確保に関し、基本理念を定め、
国等の責務を明らかにし、施策の基本となる事項を定めること等
により、建設工事従事者の安全及び健康の確保に関する施策を総
合的かつ計画的に推進し、もって建設業の健全な発展に資する

＜基本理念＞ （第３条関係）
• 建設工事の請負契約において適正な請負代金の額、工期等が定め
られること

• 建設工事従事者の安全及び健康の確保に必要な措置が、設計、施
工等の各段階において適切に講ぜられること

• 建設工事従事者の安全及び健康に関する意識を高めることにより、
安全で衛生的な作業の遂行が図られること

• 建設工事従事者の処遇の改善及び地位の向上が図られること

基本計画等

• 政府は、建設工事従事者の安全及び健康に関する施策の総合的
かつ計画的な推進を図るため、基本計画を策定しなければなら
ない

• 都道府県は、基本計画を勘案して、都道府県計画を策定するよ
う努める

＜目的、基本理念＞

基本的施策

①建設工事の請負契約における経費（労災保険料を含む）の適切か
つ明確な積算、明示及び支払の促進 ②責任体制の明確化（下請関
係の適正化の促進） ③建設工事の現場における措置の統一的な実
施（労災保険関係の状況の把握の促進等） ④建設工事の現場の安
全性の点検、分析、評価等に係る取組の促進 ⑤建設工事従事者の
安全に配慮した設計、建設工事の安全な実施に資するとともに省力
化・生産性向上にも配意した材料・資機材・施工方法の開発・普及
の促進 ⑥建設工事従事者の安全及び健康に関する意識の啓発

建設工事従事者安全健康確保推進会議

関係行政機関相互の調整を行うことにより、建設工事従事者の安全
及び健康の確保の推進を図るため、「建設工事従事者安全健康確保
推進会議」及び専門的知識を有する者によって構成する「建設工事
従事者安全健康確保推進専門家会議」を設ける

＜基本計画等、基本的施策＞

＜国等の責務、法制上の措置等＞

＜推進会議の設置＞

建設業における重大な労働災害の発生状況等に鑑み、建設工事従事者の安全及び健康の確保を推進するため、公共発注・民間発注を問わず、
労災保険料を含む安全衛生経費の確保や一人親方問題への対処等がなされるよう、特別に手厚い対策を国及び都道府県等に求めるもの

施行：平成29年３月16日

（第８条・第９条関係）

（第１０条から第１４条まで関係）

（第１５条関係）

資料５



法律第百十一号（平二八・一二・一六） 

  ◎建設工事従事者の安全及び健康の確保の推進に関する法律 

目次 

 第一章 総則（第一条－第七条） 

 第二章 基本計画等（第八条・第九条） 

 第三章 基本的施策（第十条－第十四条） 

 第四章 建設工事従事者安全健康確保推進会議（第十五条） 

 附則 

   第一章 総則 

 （目的） 

第一条 この法律は、国民の日常生活及び社会生活において建設業の果たす役割の重要性、

建設業における重大な労働災害の発生状況等を踏まえ、公共工事のみならず全ての建設

工事について建設工事従事者の安全及び健康の確保を図ることが等しく重要であること

に鑑み、建設工事従事者の安全及び健康の確保に関し、基本理念を定め、並びに国、都

道府県及び建設業者等の責務を明らかにするとともに、建設工事従事者の安全及び健康

の確保に関する施策の基本となる事項を定めること等により、建設工事従事者の安全及

び健康の確保に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、もって建設業の健全な発展に

資することを目的とする。 

 （定義） 

第二条 この法律において「建設工事」とは、建設業法（昭和二十四年法律第百号）第二

条第一項に規定する建設工事をいう。 

２ この法律において「建設工事従事者」とは、建設工事に従事する者をいう。 

３ この法律において「建設業者」とは、建設業法第二条第三項に規定する建設業者をい

う。 

４ この法律において「建設業者等」とは、建設業者及び建設業法第二十七条の三十七に

規定する建設業者団体をいう。 

 （基本理念） 

第三条 建設工事従事者の安全及び健康の確保は、建設工事の請負契約において適正な請

負代金の額、工期等が定められることにより、行われなければならない。 

２ 建設工事従事者の安全及び健康の確保は、このために必要な措置が建築物等の設計、

建設工事の施工等の各段階において適切に講ぜられることにより、行われなければなら

ない。 

３ 建設工事従事者の安全及び健康の確保は、建設工事従事者の安全及び健康に関する建

設業者等及び建設工事従事者の意識を高めることにより、安全で衛生的な作業の遂行が

図られることを旨として、行われなければならない。 

４ 建設工事従事者の安全及び健康の確保は、建設工事従事者の処遇の改善及び地位の向



上が図られることを旨として、行われなければならない。 

 （国の責務） 

第四条 国は、前条の基本理念（次条及び第六条において「基本理念」という。）にのっ

とり、建設工事従事者の安全及び健康の確保に関する施策を総合的に策定し、及び実施

する責務を有する。 

 （都道府県の責務） 

第五条 都道府県は、基本理念にのっとり、国との適切な役割分担を踏まえて、当該都道

府県の区域の実情に応じた建設工事従事者の安全及び健康の確保に関する施策を策定し、

及び実施する責務を有する。 

 （建設業者等の責務） 

第六条 建設業者等は、基本理念にのっとり、その事業活動に関し、建設工事従事者の安

全及び健康の確保のために必要な措置を講ずるとともに、国又は都道府県が実施する建

設工事従事者の安全及び健康の確保に関する施策に協力する責務を有する。 

 （法制上の措置等） 

第七条 政府は、建設工事従事者の安全及び健康の確保に関する施策を実施するため必要

な法制上、財政上又は税制上の措置その他の措置を講じなければならない。 

   第二章 基本計画等 

 （基本計画） 

第八条 政府は、建設工事従事者の安全及び健康の確保に関する施策の総合的かつ計画的

な推進を図るため、建設工事従事者の安全及び健康の確保に関する基本的な計画（以下

この条及び次条第一項において「基本計画」という。）を策定しなければならない。 

２ 基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

 一 建設工事従事者の安全及び健康の確保に関する施策についての基本的な方針 

 二 建設工事従事者の安全及び健康の確保に関し、政府が総合的かつ計画的に講ずべき

施策 

 三 前二号に掲げるもののほか、建設工事従事者の安全及び健康の確保に関する施策を

総合的かつ計画的に推進するために必要な事項 

３ 厚生労働大臣及び国土交通大臣は、基本計画の案を作成し、閣議の決定を求めなけれ

ばならない。 

４ 厚生労働大臣及び国土交通大臣は、前項の規定により基本計画の案を作成しようとす

るときは、あらかじめ、関係行政機関の長に協議しなければならない。 

５ 政府は、第一項の規定により基本計画を策定したときは、遅滞なく、これを国会に報

告するとともに、インターネットの利用その他適切な方法により公表しなければならな

い。 

６ 政府は、建設工事従事者の安全及び健康の確保に関する状況の変化を勘案し、並びに

建設工事従事者の安全及び健康の確保に関する施策の効果に関する評価を踏まえ、少な



くとも五年ごとに、基本計画に検討を加え、必要があると認めるときには、これを変更

しなければならない。 

７ 第三項から第五項までの規定は、基本計画の変更について準用する。 

 （都道府県計画） 

第九条 都道府県は、基本計画を勘案して、当該都道府県における建設工事従事者の安全

及び健康の確保に関する計画（次項において「都道府県計画」という。）を策定するよ

う努めるものとする。 

２ 都道府県は、都道府県計画を策定し、又は変更したときは、遅滞なく、これを公表し

なければならない。 

   第三章 基本的施策 

 （建設工事の請負契約における経費の適切かつ明確な積算等） 

第十条 国及び都道府県は、建設工事の請負契約において建設工事従事者の安全及び健康

に十分配慮された請負代金の額、工期等が定められ、これが確実に履行されるよう、建

設工事従事者の安全及び健康の確保に関する経費（建設工事従事者に係る労働者災害補

償保険の保険料を含む。）の適切かつ明確な積算、明示及び支払の促進その他の必要な

施策を講ずるものとする。 

 （責任体制の明確化） 

第十一条 国及び都道府県は、建設工事従事者の安全及び健康の確保に関する責任体制の

明確化に資するよう、建設工事に係る下請関係の適正化の促進その他の必要な施策を講

ずるものとする。 

 （建設工事の現場における措置の統一的な実施） 

第十二条 国及び都道府県は、建設工事の現場において、建設工事従事者の安全及び健康

の確保に関する措置が統一的に講ぜられるよう、建設業者の間の連携の促進、当該現場

における作業を行う全ての建設工事従事者に係る労働者災害補償保険の保険関係の状況

の把握の促進その他の必要な施策を講ずるものとする。 

 （建設工事の現場の安全性の点検等） 

第十三条 国及び都道府県は、建設工事従事者の安全及び健康の確保を図るため、建設工

事の現場の安全性の点検、分析、評価等に係る建設業者等による自主的な取組を促進す

るものとする。 

２ 国及び都道府県は、建設工事従事者の安全及び健康の確保を図るため、建設工事従事

者の安全及び健康に配慮した建築物等の設計の普及並びに建設工事の安全な実施に資す

るとともに省力化及び生産性の向上にも配意した材料、資機材及び施工方法の開発及び

普及を促進するものとする。 

 （建設工事従事者の安全及び健康に関する意識の啓発） 

第十四条 国及び都道府県は、建設工事従事者の安全及び健康に関する建設業者等及び建

設工事従事者の意識の啓発を図るため、建設業者による建設工事従事者の従事する業務



に関する安全又は衛生のための教育の適切な実施の促進、建設業者等による建設工事従

事者の安全及び健康に関する意識の啓発に係る自主的な取組の促進その他の必要な施策

を講ずるものとする。 

   第四章 建設工事従事者安全健康確保推進会議 

第十五条 政府は、厚生労働省、国土交通省その他の関係行政機関（次項において「関係

行政機関」という。）相互の調整を行うことにより、建設工事従事者の安全及び健康の

確保の推進を図るため、建設工事従事者安全健康確保推進会議を設けるものとする。 

２ 関係行政機関は、建設工事従事者の安全及び健康の確保に関し専門的知識を有する者

によって構成する建設工事従事者安全健康確保推進専門家会議を設け、前項の調整を行

うに際しては、その意見を聴くものとする。 

   附 則 

 この法律は、公布の日から起算して三月を経過した日から施行する。 

（厚生労働・国土交通・内閣総理大臣署名） 

 


